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室蘭市の下水道は、「生活環境の改善」「浸水の防除」及び「公共用水域の水質保

全」を目的として、昭和３１年に事業着手し半世紀が過ぎました。

本市の下水道整備は地形の起伏が激しいことから、蘭西地区・蘭東地区・崎守地区

の３地区に分割して整備することとし、昭和３９年に蘭西下水処理場（平成８年廃止）、

昭和４３年に崎守下水処理場（平成２０年廃止）、昭和５３年に蘭東下水処理場が

それぞれ運転開始され、これと同時に管渠の整備も進めてきました。

その結果、平成２１年度末における人口普及率は９９．０％となりました。

しかしながら、近年の少子高齢化社会への移行や人口減少、環境保全意識の高まり

等による節水型社会への変化など、社会的要因が変化してきており、下水道事業を取

り巻く状況は厳しくなってきています。

さらに、地震対策・浸水対策・合流式下水道の改善など、下水道機能の質的向上に

関する取り組みが急務となっています。

このような背景から、国土交通省は、平成１９年度に公表した「下水道中期ビジョ

ン」において、「下水道管理者である全ての地方公共団体は住民対話のもと、下水道

の効率的な整備と管理、安定的な経営を図るため、地域の将来像実現に向けて取り組

むべき下水道施策を明示した『市・町・村下水道中期ビジョン』を策定することとす

る。」としています。

この提言を受け、北海道では平成２１年３月に「北海道地方下水道ビジョン」を策

定し、北海道における下水道事業が目指すべき方向性を提示しました。

本市においても、下水道事業の現状と課題を把握した上で、下水道事業の将来像と

それを実現するための具体的な施策を推進するため、「室蘭市下水道ビジョン」を策

定しました。
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北海道地方下水道ビジョンでは、北海道地方の将来像、国の今後の下水道の方向性、

北海道地方の下水道の取り巻く状況や地域ニーズを踏まえ、「北の大地を支える持続

可能な下水道」の基本理念を基に、下水道として貢献可能な以下に示す３つの目標像

を設定しています。

①暮らし：安全で安心できる快適な生活環境の実現

②自然：豊かな自然環境をまもり調和のとれた社会の実現

③地域活力：地域の産業・経済に貢献

室蘭市下水道ビジョンは、北海道地方下水道ビジョンの上記目標像を踏まえ、かつ、

福祉や教育、都市整備や環境など、様々な取組みの方向性をまとめた「室蘭市総合計

画」と、住民の方々の意見を聞きながら、これからの住みよいまちづくりに向けた方

針を示す「室蘭市都市計画マスタープラン」などの関連計画との整合を図りながら、

下水道事業の目指すべき将来像を描き、その実現のための施策については、計画期間

を平成２２年度から平成３１年度までの１０年間として策定しました。
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室蘭市は、北海道の南西部に位置し、太平洋と内浦湾の境に突き出した絵鞆半島を

中心に市域が広がっており、三方を海に囲まれた地形です。

本市はその地形から、天然の良港として活用され、臨海部に展開する鉄鋼業、造船、

石油精製を中心とした重化学工業都市として発展してきました。

一方、太平洋に面した南側は、地球岬をはじめとする風光明媚な断崖絶壁が連なり、

景観や環境に優れた一面も持っており、暮らしと産業、観光が一体となったまちづく

りを進めています。
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現在、本市では、蘭東下水処理場の一箇所で汚水処理を行っています。

蘭東下水処理場は、昭和５３年に運転を開始してから、３０年以上経過しており、

汚水処理を行うための機械設備の腐食が進んでいたり、電気設備の老朽化が著しい状

況です。

そのため、平成１７年より蘭東下水処理場の再構築計画を策定し、老朽化の著しい

箇所から順に、施設の改築更新を進めています。

今後も、定期的な点検、適切な維持管理を行うとともに、施設の改築更新について

も、処理場の運転に支障をきたさないように順次進めていくことが必要です。
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平成７年の阪神・淡路大震災によって、下水道施設が被害を受けたことを踏まえて、

既存の下水道施設の耐震診断を速やかに実施し、所要の耐震化を図るよう、国土交通

省から全国的に通知がされました。

本市の下水道施設においては、平成１０年以降に建設された施設に関しては、耐震

化されておりますが、それ以前の施設は現在の耐震化の基準値を満たしていない施設

もあります。

しかしながら、全ての施設の耐震化には、長い期間を要し、事業費も膨大となるこ

とから、緊急性のある施設から優先順位を設定し、順次耐震化を図ることが必要です。

耐震対策の優先度

①人命の確保 人の出入りするような施設を最優先で耐震化し、安全を確保する

②機能の確保 震災時に、最低限の下水道機能を確保できるような施設を優先的

に耐震化する

③経過年数 経過年数の多い施設を優先的に耐震化する
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① 収益的収支

収益的収支において、収入の大部分は下水道使用料と一般会計繰入金であり、支出

は下水道事業を運営するための人件費、施設の維持管理費、下水道施設整備に係る減

価償却費や借入金の支払利息等により構成されます。

室蘭市では、水洗化人口や下水道使用料が減少していく中、人件費等の経費削減に

努めた結果、平成２０年度の収益的収支は、約５億９，８００万円の純利益となって

います。

今後は、老朽化した施設の更新時期を迎えることから、更新に伴う支出（減価償却

費や企業債利息）の増加を抑制しながら事業を進めることが必要です。

注）収益的収支とは、下水道事業の営業活動等に伴って発生する１年間の収支のことで、下水道使用

料収入と汚水・雨水を処理するために必要な支出に大別されます。

② 資本的収支

資本的収支において、支出は施設を新しくするための建設改良費や企業債の元金償

還費等であり、その財源である収入は、主に国庫補助金と企業債（借入金）です。

注）資本的収支とは、事業効果がその年度だけでなく、長期間にわたり影響する収支のことで、固定資

産の取得に必要な支出とその財源になる収入に大別されます。
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③ 企業債借入額と未償還残高の推移

本市の下水道事業は計画処理区域内の整備もほぼ完了し、過去に多額の費用を投じ

て整備を行ったときの企業債の償還も順次終了するため、残高も減少しています。

注）平成１９年度と２０年度の借入額は、借換債を除いた額
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④ 不良債務の推移

下水道事業は、下水処理場、ポンプ場、管渠などの整備に多額の先行投資が必要な

ため、不良債務は平成２年度のピーク時に約８１億７，６００万円となりました。

その後、一般会計からの繰入金と経営努力などにより、平成２１年度末では約３５

億２，１００万円となり、ピーク時より約４６億５，５００万円減少する予定です。

⑤ 下水道使用料

本市の１箇月当たり一般家庭の使用料は、２０ｍ
3
使用の場合で３,４９６円となっ

ています。

北海道の他都市と比較しますと、３５市のうち１７番目の金額（平成２０年度末現

在）となっています。

今後も、できるだけ長く現行使用料を維持していくことが必要です。
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① 組織体制

下水道事業を効率的に運営するために、中期経営計画（平成１７年度～２１年度）

に基づき、施設の配置及び組織体制の見直しを行ってきており、係の統合や崎守処理

場を廃止して、蘭東処理場による１処理場体制を実現し、また、母恋・本輪西ポンプ

場については、遠方監視による無人化施設とし、効率化に努めています。

今後も一層効率的な事業運営を行うためには、組織の見直しや業務委託等を進める

ことが必要です。

② 人材の育成

経験豊富な技術職員が大量退職するため、遠方監視により有人ポンプ場を無人化す

るなど省力化を図っていますが、技術の継承のための職員研修の強化が必要です。

水道部のホームページでは、下水道施設の紹介や事業年報、水質検査などの統計資

料や工事の入札情報などを随時掲載、更新するなど充実を図っています。

また、下水道週間に施設見学会を実施するほか、水道週間のイベントにあわせて、

無料相談コーナーや施設紹介パネルの展示などにより、市民の皆様方に下水道事業に

対する理解と関心を深めていただくよう努めています。

今後も、広報紙やホームページによる情報の提供や下水道に関するイベントによる

事業のＰＲに努めていくことが必要です。
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下水道の目的である「生活環境の改善」「浸水の防除」「公共用水域の水質保全」

を達成し、安全で快適な生活の持続に努めます。

下水道施設の効率的かつ適切な維持管理に取り組むとともに、長寿命化計画に基づ

き、老朽化した施設を計画的に改築更新し、施設の機能維持に努めます。

下水道管、ポンプ場、下水処理場の耐震化を進め、地震による下水道施設への影響

を回避するとともに、震災を受けた場合にあっても、必要最小限の下水道の機能を確

保できるよう、地震に強いまちづくりを目指します。

市民に信頼される下水道を目指し、時代に合った利用者へのサービスを適切に提供

するとともに、積極的な情報提供に努めます。

多様化する利用者ニーズを的確に把握することにより、サービスの充実と向上に努

めます。

下水道事業への理解をより一層深めてもらうため、水道週間や下水道週間など市民

が参加できるようなイベントの企画や、広報紙・ホームページなどによる情報の提供

に努めます。
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下水道事業の展開にあたって、環境負荷の低減を図るほか、水資源・エネルギーの

有効利用に努めます。

下水処理場において、汚水を適切に処理し、きれいな水を公共用水域に放流するよ

うに努めます。

また、合流式下水道の改善により未処理汚水の海へ放流をできるだけ削減し、公共

用水域の保全に努めます。

下水の処理に伴って発生する汚泥をセメント副材料や汚泥の有機肥料（原料）とし

ての再利用を行ない、循環型社会の形成に向けた取組みに努めます。

将来、水需要及び人口の減少が見込まれる厳しい経営環境のもとで、信頼性の高い

下水道を次世代に継承していくため、経営の効率化や財政基盤の強化を図り、健全な

経営に努めます。

処理場・ポンプ場の運転管理については、早い時期から業務委託（民間的経営手法

の導入）が行われており、一定の効果をあげています。

今後は、下水道事業の経営のさらなる効率化を図るため、ポンプ場に一部残ってい

いる直営部分についても、緊急降雨対応など特別な場合を除き民間委託の方向で検討

を行います。

また、事務事業や組織機構の見直しなどにより、簡素で効率的な組織体制の構築に

努めます。
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① 水洗化促進の強化（水洗化率の向上）

今後、整備に伴う水洗化人口の増加が望めなくなるため、水洗化率の向上に向けて

未水洗化家屋に対する接続の徹底に努めます。

② 使用料収納率の向上

口座振替の拡大を進めるとともに、自主納付についても収納率向上に向けて、いつ

でもどこでも納付可能な環境づくりに努めます。

また、負担公平の原則からも、収納率向上のための対策を強化する取組みを進め、

収入の確保に努めます。

③ コスト削減と施設整備の計画的実施

今後、収入の増加が見込めないことから、人件費の抑制をはじめとして、維持管理

経費などのコストの削減に一層努めます。

また、施設の整備・更新事業は、緊急性や重要性に配慮しながら計画的に実施し、

将来負担の軽減に努めます。

日本下水道協会主催による各種職員養成講習会や、研修会・技術セミナー等に職員

を積極的に参加させ、技術者の能力開発や意識改革により人材育成に努めます。

また、団塊世代の大量退職に備え、下水道技術の若手職員への継承を早急に進める

とともに、嘱託職員の採用など人員確保に努めます。
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（１）収益的収支
［収益的収入］ （単位：百万円 税抜き）

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31
１ 使用料収入 1,568 1,551 1,534 1,519 1,503 1,488 1,473 1,459 1,446 1,432

対前年比伸び率 -1.1% -1.1% -1.0% -1.1% -1.0% -1.0% -1.0% -0.9% -1.0%

２ その他収入 903 926 908 889 875 899 905 901 895 888
対前年比伸び率 2.6% -1.9% -2.1% -1.6% 2.7% 0.7% -0.4% -0.7% -0.8%

計 （A） 2,471 2,477 2,442 2,408 2,378 2,387 2,378 2,360 2,341 2,320
対前年比伸び率 0.2% -1.4% -1.4% -1.3% 0.4% -0.4% -0.8% -0.8% -0.9%

［収益的支出］
H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

１ 人件費 186 192 194 192 192 192 194 194 194 194
対前年比伸び率 3.2% 1.0% -1.0% 0.0% 0.0% 1.0% 0.0% 0.0% 0.0%

２ 物件費 557 557 564 564 564 564 564 564 564 564
対前年比伸び率 0.0% 1.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

３ 減価償却費等（B） 655 679 685 678 685 696 701 703 709 719
対前年比伸び率 3.7% 0.9% -1.0% 1.0% 1.6% 0.7% 0.3% 0.9% 1.4%

４ 支払利息 422 420 418 419 415 412 407 401 398 389
対前年比伸び率 -0.5% -0.5% 0.2% -1.0% -0.7% -1.2% -1.5% -0.8% -2.3%

５ その他経費 137 160 158 159 160 160 160 160 160 160
対前年比伸び率 16.8% -1.3% 0.6% 0.6% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

計 （C） 1,957 2,008 2,019 2,012 2,016 2,024 2,026 2,022 2,025 2,026
対前年比伸び率 2.6% 0.6% -0.4% 0.2% 0.4% 0.1% -0.2% 0.2% 0.1%

514 469 423 396 362 363 352 338 316 294

対前年比伸び率 -8.8% -9.8% -6.4% -8.6% 0.3% -3.0% -4.0% -6.5% -7.0%

（２）資本的収支
［資本的収入］

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31
１ 企業債 695 549 586 558 598 569 548 502 508 507

対前年比伸び率 -21.0% 6.7% -4.8% 7.2% -4.9% -3.7% -8.4% 1.2% -0.2%

２ 国庫交付金（補助金） 614 396 468 439 503 438 441 384 401 385
対前年比伸び率 -35.5% 18.2% -6.2% 14.6% -12.9% 0.7% -12.9% 4.4% -4.0%

３ その他収入 200 79 78 82 78 85 93 98 105 112
対前年比伸び率 -60.5% -1.3% 5.1% -4.9% 9.0% 9.4% 5.4% 7.1% 6.7%

計 （E） 1,509 1,024 1,132 1,079 1,179 1,092 1,082 984 1,014 1,004
対前年比伸び率 -32.1% 10.6% -4.7% 9.3% -7.4% -0.9% -9.1% 3.1% -1.0%

［資本的支出］
H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

１ 建設改良費 1,398 938 1,049 980 1,088 994 975 869 894 879
対前年比伸び率 -32.9% 11.8% -6.6% 11.0% -8.6% -1.9% -10.9% 2.9% -1.7%

２ 企業債償還金等 918 927 872 811 749 786 831 853 891 921
対前年比伸び率 1.0% -5.9% -7.0% -7.6% 4.9% 5.7% 2.7% 4.5% 3.4%

計 （F） 2,316 1,865 1,921 1,791 1,837 1,780 1,806 1,722 1,785 1,800
対前年比伸び率 -19.5% 3.0% -6.8% 2.6% -3.1% 1.5% -4.7% 3.7% 0.8%

△ 807 △ 841 △ 789 △ 712 △ 658 △ 688 △ 724 △ 738 △ 771 △ 796

対前年比伸び率 4.2% -6.2% -9.8% -7.6% 4.6% 5.2% 1.9% 4.5% 3.2%

352 297 310 362 389 371 329 303 254 217

対前年比伸び率 -15.6% 4.4% 16.8% 7.5% -4.6% -11.3% -7.9% -16.2% -14.6%

★ 資金状況
H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

Ａ 不良債務累積額 3,169 2,872 2,562 2,200 1,811 1,440 1,111 808 554 338
対前年比伸び率 -9.4% -10.8% -14.1% -17.7% -20.5% -22.9% -27.3% -31.4% -39.0%

15,691 15,393 15,107 14,854 14,703 14,486 14,203 13,852 13,469 13,056
対前年比伸び率 -1.9% -1.9% -1.7% -1.0% -1.5% -2.0% -2.5% -2.8% -3.1%

989 989 978 965 949 983 998 999 999 999
対前年比伸び率 0.0% -1.1% -1.3% -1.7% 3.6% 1.5% 0.1% 0.0% 0.0%
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項 目

項 目

中長期財政収支見通し表

Ｃ 一般会計繰入金

Ｂ 企業債未償還残高

項 目

当年度純利益（D）
D＝A－C

資本的収支差額（G）
G＝Ｅ－Ｆ

単年度資金収支（H）
H＝B＋D＋G+その他

項 目

項 目



室蘭市下水道ビジョンは、平成３１年度を目標年度として策定した中長期構想です。

このビジョンを着実に推進するため、水道部内各担当課を中心として、市の他部課

や近隣市町村、国や北海道と連携し、市民の安全で快適な生活の持続のため引き続き、

下水道事業の取組みを進めます。

今後は、このビジョンを踏まえ、財政収支見通しを立てながら、緊急性や財源など

を精査する中で、事業を実施していきます。また、社会情勢の変化や市民ニーズ等を

踏まえ、必要に応じて内容の見直しを行います。
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資料１ 下水道事業１０年間の主な施設整備概要について

＜ 計画期間 平成22年度～31年度 ＞ （単位：百万円）

「管渠施設」 ・計画区域内管渠整備事業

・管渠改築更新事業

・管渠耐震化事業

「処理施設」 ・蘭東下水処理場改築更新事業

「ポンプ施設」 ・ポンプ場改築更新事業

・蘭東下水処理場・ポンプ場耐震化事業

「合流改善事業」 ・汚水幹線管渠新設

（計画期間 平成25年度迄）・雨水滞水池新設

・中島本町汚水中継ポンプ場新設
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6,931

1,395

施設名 主な事業内容 概算事業費

1,780



平成２２年９月発行


